
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後の介護ニーズの拡大等及び景気好

転に伴う他産業への人材流出などの懸念

から人手不足感が広まっている声を背景

に、介護人材を含む福祉人材の確保のあ

り方について検討を行うこととして、厚

生労働省に設置された福祉人材確保対策

検討会（以下、「検討会」という。）は、

6月4日の第1回を皮切りに本日（10月14日）

の第7回において議論の取りまとめを行

い終了しました。 

この間、第1回から第5回までは介護人材の確保に関する議論を行い、「介護人材確

保の方向性～中間整理メモ～」（以下、「整理メモ」という。）として介護人材確保

のための11の方向性が示され、この中で介護福祉士資格取得方法見直しに向けた取組

については、現下の状況を踏まえ中期的と当面との時間軸に基づく対応に分けて示さ

れたことなどを、これまでに介養協Ｎｅｗｓでお伝えしてきたところです。 

その後、第６回には介護福祉士以外の福祉人材確保対策として社会福祉士及び障害

福祉分野の議論が行われました。 

  

福祉人材確保対策検討会の検討が終了！ 

議論の取りまとめ 

議論の場は社会保障審議会福祉部会 

福祉人材確保専門委員会へ 
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【 議論の取りまとめ 】 

今回（第7回検討会）示された議論の

取りまとめは、整理メモに掲げられた内

容と大きく変わるところはありません

が、中期的対応として掲げられた「介護

ニーズの高度化に対応した質の向上を

図り、『量』と『質』の好循環を生み出

す」ことにより人材の量的確保と質的確

保を両立させる観点に立つこと、限られ

た人材を有効活用するため、介護に従事

する様々な人材層を類型化し、機能分化

を進め、専門性の高い人材を中核的な職

務に重点化することが重要として、2025年に向けた介護人材の方向性の基本的考え方

を示しております。具体的には介護現場での中核を担う介護福祉士を介護人材の5割

とすることを目指すこと、資格はあるが現場に従事していない潜在介護福祉士の活用

を図ること等ですが、専門性をより一層高めるための養成・教育の在り方、職業能力

や機能の評価向上など資格全体のあり方についても中期的視点にたって検討を進め

るとしております。 

 

【 第7回検討会に小林会長が出席  】 

 本日の検討会には田中副会長（外国出張中）の代理として小林会長が出席し、「介

護福祉士は現在110万人を超えるが今まで専門性による機能分化が行われていなかっ

たがゆえに専門職としての社会的評価が得られなかった。このことが専門職としての

魅力が乏しかった原因の一つではなかったか。今回、そういう観点から介護福祉士の

担うべき役割と必要な能力を明確化し、機能分化の方向性を示されたことは意義があ

る。多様化、高度化する介護ニーズに対応する介護の専門性を科学的に実証し、効果

を検証して社会的な理解を得られる体制、専門性の高い介護福祉士の養成を日本介護

福祉士養成施設協会、日本介護福祉士会、全国老人保健施設協議会、全国老人福祉施

設協議会等が連携し、行政の支援のもとに行っていく体制の整備が必要。」などの意

見を述べました。 

また、介護福祉士のより上位階層の資格として協会が検討を進める（仮称）管理介

護福祉士を位置づけるよう求めました。 

 

議論の取りまとめの今後の取り扱い 

 

取りまとめ案は今後、本日の第7回検討会での意見を踏まえ検討会の論点等の調整

が図られたうえ、社会保障審議会福祉部会に設けられた福祉人材確保専門委員会（以

下、「専門委員会」という。）に報告され、専門委員会で専門的観点から総合的な議

論・検討が行われ、年内に人材確保の方向性、施策の具体化が図られる見通しです。 
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【専門委員会の開催スケジュール】 

第1回：10月27日(月)、第2回：11月18日(火)、第3回：11月28日（金）、 

第4回：12月9日（火） 

また、福祉部会は、8月27日（水）から12月19日（金）までに12回の開催が予

定され、現在、社会福祉法人制度の在り方の検討が行われております。 

 

小林会長の検討会の評価と専門委員会への抱負 

 

福祉部会及び専門委員会には、専門教育を実施していく立場から委員として小林会

長が出席されます。検討会でまとめられた介護人材確保の方向性等に対する評価と、

検討会のまとめを踏まえて議論される専門委員会に臨むに当たっての抱負等を伺い

ました。 

 

（小林会長談） 

 検討会で取りまとめられた介護人材確

保と介護専門職の機能分化等の方向性に

ついては、時宜を得たものとして評価で

きる。特に、2025年に向けた介護人材の

全体像と介護福祉士の担うべき機能の方

向性として、人材を類型・体系化したう

えで、求められる役割と必要な能力の方

向性が示されたことは、専門職としての

やりがいや向上心を醸成するのに役立ち、

養成教育に寄与することになる。協会が検討を進めている(仮称)管理介護福祉士もこ

こに繋がっている。 

 今後、専門委員会に臨むに当たり、会員の意見に十分配慮するとともに介護福祉士

が専門職として将来展望を描けるよう、また、専門職の高度化教育の制度化が図られ

るよう養成施設の立場から提言していきたい。 

 

 

【添付】 

○第７回検討会資料 

・福祉人材確保対策検討会における議論の取りまとめ（案） 
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